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三井金属鉱業株式会社
　
　

当社は、第87期定時株主総会招集ご通知に際して、株主の皆様にご提供すべ
き書類のうち、「連結注記表」および「個別注記表」として表示すべき事項
につきましては、法令および当社定款の定めにより、インターネット上の当
社ウェブサイト（http://www.mitsui-kinzoku.co.jp/）へ掲載し、ご提供し
ております。
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連結注記表
　Ⅰ．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
　
　Ⅱ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の数：44社

主要会社名：神岡鉱業㈱、八戸製錬㈱、彦島製錬㈱、奥会津地熱㈱、
台湾銅箔股有限公司、Mitsui Copper Foil(Malaysia)Sdn.Bhd.、
台湾特格股有限公司、三井金属商事㈱、三井金属エンジニアリング㈱、
三井金属アクト㈱、Gecom Corp.、Mitsui Siam Components Co.,Ltd.

（２）主要な非連結子会社の名称等
主要会社名：㈱三井金属韓国
（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用の非連結子会社の数：２社

会社名：Mitsui Zinc Powder LLC、三井華陽汽車配件有限公司　
（２）持分法適用の関連会社数：９社

会社名：パンパシフィック・カッパー㈱、エム・エスジンク㈱、パウダーテック㈱、
吉野川電線㈱、㈱ナカボーテック、三井住友金属鉱山伸銅㈱、日比共同製錬㈱、
PPC Canada Enterprises Corp.、Compania Minera Quechua S.A.　

（３）持分法を適用していない非連結子会社および関連会社のうち主要な会社等の名称等
主要会社名：㈱三井金属韓国
（持分法を適用しない理由）

持分法を適用していない非連結子会社および関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金
（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（４）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を使用し
ております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
Compania Minera Santa Luisa S.A.、三井銅箔（香港）有限公司、三井銅箔（蘇州）有限公司、三井銅箔（広東）

有限公司、Mitsui Siam Components Co.,Ltd.、Mitsui Components Europe Ltd.、無錫大昌機械工業有限公司、広東
三井汽車配件有限公司、三井金属貿易（上海）有限公司、Mitsui Kinzoku Components India Private Limited、三
井金属（珠海）環境技術有限公司の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。但し、連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
４．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券：子会社株式および関連会社株式
・主として総平均法による原価法

満期保有目的の債券
・償却原価法（定額法）

その他有価証券
・時価のあるもの････決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法また
は移動平均法により算定）

・時価のないもの････主として総平均法による原価法
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②デリバティブ：時価法
③たな卸資産：当社：金属・資源事業本部、触媒事業統括部、ダイカスト事業部

連結子会社：三井金属アクト㈱、神岡鉱業㈱(金属粉工場を除く)、八戸製錬㈱　他
…先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

当社：電子材料事業本部（金属粉事業部を除く）、計測システム事業部
…移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

当社：機能材料事業本部（触媒事業統括部を除く）、
素材関連事業本部（ダイカスト事業部および計測システム事業部を除く）、
金属粉事業部

連結子会社：神岡鉱業㈱の金属粉工場、日本イットリウム㈱、三谷伸銅㈱　他
…総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）

在外子会社のたな卸資産
…総平均法または先入先出法による低価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

建物及び構築物、機械装置及び運搬具ならびにその他の有形固定資産については主として定率法を、鉱業用
地については生産高比例法を採用しております。
但し、当社のダイカスト事業部、韮崎事務所、上尾事務所の一部（福利厚生施設）および連結子会社の神岡

鉱業㈱（金属粉製造設備を除く）、三谷伸銅㈱、奥会津地熱㈱、三井金属アクト㈱、Mitsui Copper
Foil(Malaysia)Sdn.Bhd.、Gecom Corp.、台湾銅箔股有限公司、Mitsui Siam Components Co.,Ltd.、無錫大
昌機械工業有限公司、広東三井汽車配件有限公司、三井金属貿易（上海）有限公司、三井金属（珠海）環境技
術有限公司等の有形固定資産については定額法を採用しております。
なお、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しておりま

す。　　
②無形固定資産（リース資産を除く）

鉱業権は生産高比例法を、その他の無形固定資産については定額法を採用しております。
なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。
③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員に対する賞与支給見込額のうち、当期負担額を当期の費用に計上するため設定したものであり、算定

方法は支給見込額基準によっております。
③役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当期における支給見込額に基づき計上しております。
④製品保証引当金

製品の無償修理費用の支出に備えるため、個別に見積可能なクレームについてはその見積額を、その他につ
いては、売上高に対する過去の支出割合に基づき必要額を計上しております。

⑤工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を

合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しております。
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⑥事業構造改善引当金
製造拠点統合等の事業構造改善に伴い発生する損失に備えるため、見積額を計上しております。

⑦たな卸資産処分損失引当金
副産物等のたな卸資産の処分に伴う損失に備えるため、見積額を計上しております。

⑧退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。
なお、過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１～５年）に

よる定額法により、費用処理しております。
数理計算上の差異については、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１～

３年）による定額法により按分した額をそれぞれ主に発生した年度から費用処理しております。
⑨役員退職慰労引当金

役員の退任時に支給される慰労金の支払に備えるため、社内規定に基づく期末基準額を計上しております。
⑩環境対策引当金

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の処理が法定化されたことに伴い、ＰＣＢ廃棄物の処理費用に充てるため、
見積額を計上しております。
また、土地改良・公害防止事業等に係る費用の支出に充てるため、見積額を計上しております。

⑪金属鉱業等鉱害防止引当金
金属鉱業施設使用後の鉱害防止に要する費用の支出に充てるため、所要額を計上しております。

（４）重要な収益および費用の計上基準
完成工事高および完成工事原価の計上基準
ア．当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
イ．その他の工事

工事完成基準
（５）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
なお、在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および少数株主持分に含めてお
ります。

（６）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理、振当処理および特例処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

将来の外貨建による製品(主として地金)の販売およびたな卸資産(主として原材料)の購入に係る為替相場の
変動によるリスクを回避する目的で、為替予約取引および通貨スワップ取引を利用しております。
また、金融負債に係る将来の金利変動によるリスクを回避する目的で、借入金を対象とした金利スワップ取

引を利用しております。
さらに国際相場の影響を受ける原材料・製品等の価格変動によるリスクを回避する目的で、金属先渡取引を

利用しております。
③ヘッジ方針

ヘッジの手段であるデリバティブ取引は通貨関連､金利関連､商品関連とも実需の範囲内で行う方針としてお
ります。

④ヘッジ有効性評価の方法
通貨スワップ取引、金利スワップ取引および金属先渡取引については、ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較すること等によって､
ヘッジの有効性を確認しております。
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また、為替予約取引については、ヘッジ対象の予定取引と重要な条件がほぼ同じであり、ヘッジに高い有効
性があるとみなされるため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

（７）のれんの償却方法および償却期間　
のれんの償却については、その金額が僅少の場合を除き、５年間の定額法により償却を行っております。　

（８）消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式により処理しております。
（９）当期より連結納税制度を適用しております。　

　
　Ⅲ．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）
１．　前期において区分掲記して表示していた「環境対策引当金戻入額」677百万円（当期は13百万円）は、金額的重要

性が乏しくなったため、当期より、特別利益の「その他」に含めて表示しております。
２．　前期において特別利益の「その他」に含めていた「投資有価証券売却益」153百万円は、金額的重要性が増したた

め、当期より、区分掲記しております。
　　　なお、前期の「投資有価証券売却益」は82百万円であります。
３．　前期において特別利益の「その他」に含めていた「貸倒引当金戻入額」119百万円は、金額的重要性が増したため、

当期より、区分掲記しております。
　　　なお、前期の「貸倒引当金戻入額」は13百万円であります。
４．　前期において区分掲記して表示していた「損害賠償金」657百万円（当期は94百万円）は、金額的重要性が乏しく

なったため、当期より、特別損失の「その他」に含めて表示しております。
５．　前期において特別損失の「その他」に含めていた「事業構造改善費用」753百万円は、金額的重要性が増したため、

当期より、区分掲記しております。
　　　なお、前期の「事業構造改善費用」は383百万円であります。

　
　Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産および担保に係る債務
①担保に供している資産

有形固定資産 6,483百万円（ 6,430百万円）
投資有価証券 1,482百万円（ －百万円）
計 7,966百万円（ 6,430百万円）

②担保に係る債務
長期借入金 7,387百万円（ 3,145百万円）
上記のうち、（　）内書は工場財団抵当ならびに当該債務を示しております。

（２）共同支配企業に対する投資額 15,025百万円
（３）保証債務

 保証総額 うち当社負担額
債務保証 79,602百万円 79,602百万円

（４）債権流動化に伴う買戻義務 705百万円
（５）受取手形割引高 488百万円

受取手形裏書譲渡高 293百万円
（６）国庫補助金により、固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額

建物及び構築物 248百万円
機械装置及び運搬具 977百万円
その他 76百万円
計 1,302百万円

（７）連結当期末日満期手形
当期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。
受取手形 299百万円
支払手形 191百万円
受取手形裏書譲渡高 185百万円
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　Ⅴ．連結損益計算書に関する注記
（１）期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸資産評価損1,165百万円が売上原価に含ま

れております。
（２）減損損失

　当期において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしました。

用途 場所 種類
減損金額
(百万円)

製造設備
山口県
下関市他 

機械装置 52
工具器具備品 63
その他 70

遊休資産
東京都
北区他

機械装置
土地
その他

17
12
0

　当社グループは、事業用の資産については管理会計の区分に基づき、工場別・製品別等の単位によりグルーピ
ングしております。
　また、減損の兆候のある貸与資産、遊休資産については、個別資産別に減損損失認識の判定を行っております。
　製造設備については、市況の著しい悪化のため収益力が低下しており、キャッシュ・イン・フローの生成が見
込めないことから、帳簿価額全額を減損損失として特別損失に計上いたしました。
　遊休資産については、売却の可能性が極めて低いものについては帳簿価額全額を減損損失として、また、売却
が可能なものについては不動産鑑定士による評価額等に基づく正味売却可能額を帳簿価額が上回る金額を減損損
失として特別損失に計上いたしました。

　
　Ⅵ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
当期首株式数
（千株）

当期増加株式数
（千株）

当期減少株式数
（千株）

当期末株式数
（千株）

発行済株式 　 　  　
　普通株式 572,966 － － 572,966

合計 572,966 － － 572,966
自己株式 　 　  　
　普通株式 1,471 332 － 1,803

合計 1,471 332 － 1,803

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加332千株は、所在不明株主の株式買取りによる増加324千株、単元未満株式の買取り
による増加7千株であります。

２．配当に関する事項
（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会　

普通株式 3,428百万円 6円 平成23年３月31日 平成23年６月30日

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

 普通株式  1,713百万円 利益剰余金  3円 平成24年３月31日 平成24年６月29日
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　Ⅶ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、必要な資金を主に銀行等金融機関からの借入やコマーシャル・ペーパーおよび社債発行により調
達しております。一時的な余資は短期的な預金等の安全性の高い金融資産で運用しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、必要に応

じ主な取引先の信用状況を調査する体制としております。
投資有価証券は業務上の関係を有する企業の株式であります。
また、非連結子会社他に対して貸付を行っております。
支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。　
借入金の使途は、短期借入金は主に運転資金であり、長期借入金（原則として５年以内）および社債は主に設備投

資資金（長期）であります。
なお、デリバティブは、取引権限を定めた社内規定に従い、実需に基づいた取引に限定し、短期的な売買差益を獲

得する目的（トレーディング目的）や投機目的のためのデリバティブ取引は行っておりません。
２．金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次
のとおりであります。　

　
連結貸借対照表
計上額（※１）
（百万円）　

時価（※１）
（百万円）

差額
（百万円）

（１）現金及び預金 17,676 17,676 －
（２）受取手形及び売掛金 80,289 80,289 －
（３）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 8,180 6,906 △1,274
（４）長期貸付金 528 526 △1
（５）支払手形及び買掛金 (41,746) (41,746) －
（６）短期借入金 (58,477) (58,552) 75
（７）コマーシャル・ペーパー (1,000) (1,000) －
（８）1年内償還予定の社債 (10,000) (10,060) 60
（９）社債 (40,000) (40,429) 429
（10）長期借入金 (59,786) (60,950) 1,164
（11）デリバティブ取引（※２） (187) (187) －

（※１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
　
（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

（１）現金及び預金ならびに（２）受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（３）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（４）長期貸付金
これらの時価について、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。
（５）支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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（６）短期借入金および（７）コマーシャル・ペーパー
これらのうち、１年内返済予定の長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の
対象とされており(下記（11）参照)、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借
入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。
その他のものは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
（８）1年内償還予定の社債および（９）社債

これらの時価については、セカンダリー（気配値）の流通利回りで割り引いて算定する方法によっておりま
す。

（10）長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており(下
記（11）参照)、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適
用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（11）デリバティブ取引
これらの時価については、時価の算定方法は、取引先金融機関および商社などから提示された価格等によっ

ております。
なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております(上記（６）および（10）参照)。
（注２）非上場株式(連結貸借対照表計上額57,019百万円)および非公募の内国債券(連結貸借対照表計上額240百万

円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極
めて困難と認められるため、「（３）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　
　Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 230円61銭
２．１株当たり当期純利益 20円18銭
　

　Ⅸ．重要な後発事象に関する注記　
該当事項はありません。
　

　Ⅹ．その他の注記　
追加情報
　会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用
　当期の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基
準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。　
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個別注記表
　Ⅰ．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
　
　Ⅱ．重要な会計方針に関する注記

１．資産の評価基準および評価方法
（１）有価証券

子会社株式および関連会社株式………………………総平均法による原価法
その他有価証券
　・時価のあるもの……………………………………期末日の市場価格等に基づく時価法
　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）
　・時価のないもの……………………………………総平均法による原価法

（２）デリバティブ：時価法
（３）たな卸資産

金属・資源事業本部、触媒事業統括部、ダイカスト事業部：
…先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
電子材料事業本部（金属粉事業部を除く）、計測システム事業部：
…移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
機能材料事業本部（触媒事業統括部を除く）、素材関連事業本部（ダイカスト事業部および計測システム事業部
を除く）、金属粉事業部：
…総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法によっております。
　なお、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　鉱業権については生産高比例法を、その他の諸権利については定額法を適用しております。
　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を適用しており
ます。

（３）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．繰延資産の処理方法
　社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

４．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務については、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

５．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金
　従業員に対する賞与支給見込額のうち、当期負担額を当期の費用に計上するため設定したものであり、算定方
法は支給見込額基準によっております。

（３）役員賞与引当金
　役員賞与の支出に備えて、当期における支給見込額に基づき計上しております。

（４）製品保証引当金
　製品の無償修理費用の支出に備えるため、個別に見積可能なクレームについてはその見積額を、その他につい
ては、売上高に対する過去の支出割合に基づき必要額を計上しております。

（５）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しており
ます。
　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（２年）による定額法に
より費用処理しております。
　数理計算上の差異については、その発生年度において一括費用処理しております。
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（６）金属鉱業等鉱害防止引当金
　金属鉱業施設使用後の鉱害防止に要する費用の支出に充てるため、所要額を計上しております。

（７）環境対策引当金
　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の処理が法定化されたことに伴い、ＰＣＢ廃棄物の処理費用に充てるため、見
積額を計上しております。
　また､土地改良･公害防止事業に係る当社負担分の支出に充てるため､見積額を計上しております｡

６．ヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理および特例処理を採用しております。
（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

　将来の外貨建による製品（主として地金）の販売およびたな卸資産（主として原材料）の購入に係る為替相場
の変動によるリスクを回避する目的で、為替予約取引を利用しております。
　また、金融負債に係る将来の金利変動によるリスクを回避する目的で、借入金を対象とした金利スワップ取引
を利用しております。
　さらに国際相場の影響を受ける原材料・製品等の価格変動によるリスクを回避する目的で、金属先渡取引を利
用しております。

（３）ヘッジ方針
　ヘッジの手段であるデリバティブ取引は通貨関連、金利関連、商品関連とも実需の範囲内で行う方針としてお
ります。

（４）ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップ取引および金属先渡取引については、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッ
ジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較すること等によって、ヘッジの有効性を確認し
ております。
　また、為替予約取引については、ヘッジ対象の予定取引と重要な条件がほぼ同じであり、ヘッジに高い有効性
があるとみなされるため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

７．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
８．当期より連結納税制度を適用しております。

　
　Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

１．　前期において特別利益の「その他」に含めていた「貸倒引当金戻入額」477百万円は、金額的重要性が増したため、
当期より、区分掲記しました。

　　　なお、前期の「貸倒引当金戻入額」は８百万円であります。
２．　前期において区分掲記して表示していた「環境対策引当金戻入額」674百万円（当期は13百万円）は、金額的重要

性が乏しくなったため、当期より、特別利益の「その他」に含めて表示しております。
３．　前期において区分掲記して表示していた「損害賠償金」657百万円（当期は94百万円）は、金額的重要性が乏しく

なったため、当期より、特別損失の「その他」に含めて表示しております。
４．　前期において区分掲記して表示していた「貸倒引当金繰入額」2,400百万円（当期は０百万円）は、金額的重要性

が乏しくなったため、当期より、特別損失の「その他」に含めて表示しております。
５．　前期において区分掲記して表示していた「環境対策費」759百万円（当期は65百万円）は、金額的重要性が乏しく

なったため、当期より、特別損失の「その他」に含めて表示しております。
　

　Ⅳ．貸借対照表に関する注記
１．担保提供資産

　有形固定資産（財団抵当）5,925百万円および投資有価証券1,482百万円、関係会社株式390百万円は、長期借入
金（１年内に返済予定のものを含む）6,373百万円の担保に供されております。

２．保証債務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保証総額　　　　うち当社負担額
　　　債務保証　　　　　　　　　　　　　　84,286百万円　　　　84,286百万円
　　　債務保証予約　　　　　　　　　　　　 　342百万円　　　　 　342百万円

３．債権流動化に伴う買戻義務　　　　　　　 　　469百万円
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４．関係会社に対する金銭債権・債務
　　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　29,276百万円
　　　長期金銭債権　　　　　　　　　　　　43,517百万円
　　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　35,728百万円
      長期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　 4百万円

５．国庫補助金により、固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額
　　　建物 　　　　　　　　　　　　　　　　　 28百万円
　　　機械及び装置　　　　　　　　　　　　　 515百万円 
　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　  　76百万円 
 　　 合計　　　　　　　　　　　　　　　　   621百万円

６．当期末日満期手形
当期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当期末日が金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。
　　　受取手形　　　　　　　　　　　　　　　   7百万円

　
　Ⅴ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高
　　　売上高　　　　　　　　　　　　　　  71,776百万円
　　　仕入高　　　　　　　　　　　　　　 111,171百万円
　　　営業取引以外の取引高　　　　　　　　11,449百万円

２．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸資産評価損698百万円が売上原価に含まれてお
ります。

　
　Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

 株式の種類
当期首株式数
（千株）

当期増加株式数
（千株）

当期減少株式数
（千株）

当期末株式数
（千株）

自己株式 　 　 　 　
　普通株式 1,471 332 － 1,803
　　　合計 1,471 332 － 1,803
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加のうち、324千株は所在不明株主の株式買取りによる増加、7千株は単元未満株式の

買取りによる増加であります。
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　Ⅶ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）  

貸倒引当金 916百万円
賞与引当金 631百万円
未払事業税 31百万円
退職給付引当金 3,800百万円
減損損失 2,379百万円
製品保証引当金 4百万円
環境対策引当金 400百万円
繰延ヘッジ損益 43百万円
繰越欠損金 5,452百万円
その他有価証券評価差額金 160百万円
その他 2,679百万円

　繰延税金資産　小計 16,501百万円
評価性引当額 △16,094百万円

　繰延税金資産　合計 407百万円
　 　
（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △521百万円
繰延ヘッジ損益 △93百万円
資産除去債務 △2百万円

　繰延税金負債　合計 △617百万円
　繰延税金資産（負債△）の純額 △210百万円
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　Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属 性 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者との関係 取引の内容
取 引 金 額
( 百 万 円 )

科 目
期 末 残 高
( 百 万 円 )

子会社 神岡鉱業㈱
所有
直接100％

亜鉛製錬等の委託
役員の兼任､出向､転籍

長期資金の貸付
(注1)
長期資金の返済
(注1)
主に電子材料の購入
(注2)

4,400
　

5,726
　

34,396
　

　
長期貸付金

 
　
買掛金
(売上原価)

16,101
　
　

2,267

子会社
三井金属スタッフサ
ービス㈱

所有
直接100％

人事等の業務委託
役員の兼任､転籍

長期資金の返済
(注1)

603 長期貸付金 9,494

子会社 奥会津地熱㈱
所有
直接100％

資金の貸付
役員の兼任､転籍

長期資金の返済
(注1)

50 長期貸付金 7,894

子会社 八戸製錬㈱
所有
直接85.51％

亜鉛製錬等の委託
役員の兼任､転籍

長期資金の貸付
(注1)
長期資金の返済
(注1)
短期貸付金の純増
(注1)

4,000
　

1,160
　

1,000
　

　
長期貸付金
　
　
短期貸付金

　

5,960
　
　

1,000

子会社
三井金属エンジニア
リング㈱

所有
直接63.40％

各種プラントを発注・購入
役員の兼任､転籍

余剰資金受入の純増
(注3)

2,832 預り金 4,938

子会社 三井金属アクト㈱
所有
直接100％

資金の貸付
役員の兼任､出向､転籍

短期貸付金の純減
(注1)

6,100 短期貸付金 3,600

子会社
台湾特格股有限公
司

所有
直接100％

当社製品の販売
役員の兼任､出向

製品の販売(注2) 18,984
売掛金
(売上高)

3,305

子会社 Gecom Corp.
所有
間接100％
(注4)

債務保証
役員の兼任､転籍

債務保証(注5) 3,124 － －

子会社 ㈱エム・シー・エス
所有
直接100％

エム・シー・エス社製品の
購入
役員の兼任､出向､転籍

短期貸付金の純増
(注1)
長期資金の返済
(注1)
貸付債権の放棄
(注6)

2,278
　
715
　

21,280
　

短期貸付金

　
長期貸付金
　
－
　

－
　
－
　
－
　

関連会社 エム・エスジンク㈱
所有
直接50％

当社製品の販売
エム・エスジンク社製品の
購入
原材料の調達
役員の兼任､出向､転籍

主に亜鉛地金の購入
(注2)

14,281
買掛金
(売上原価)

4,381

関連会社
パンパシフィック・
カッパー㈱

所有
直接34％

当社製品の販売
パンパシフィック・カッパ
ー社製品の購入
役員の兼任､出向､転籍

債務保証(注5)
増資の引受(注7)

50,721
2,958

－
－

－
－

関連会社の
子会社

SCM Minera Lumina
Copper Chile(注8)

なし
債務保証
役員の兼任

債務保証(注5) 16,319 － －

関連会社の
子会社

Caserones Finance
Netherlands B.V.
(注9)

なし 債務保証 債務保証(注5) 6,282 － －
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　取引条件および取引条件の決定方針等
（注1）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりませ

ん。
（注2）製品等の販売および購入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
（注3）余剰資金の受入れについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（注4）三井金属アクト㈱は、Gecom Corp.を100％直接保有しております。
（注5）債務保証については、銀行借入等につき、債務保証を行ったものであり、一般的な保証料を勘案した債務保証料を

受領しております。
（注6）㈱エム・シー・エスに対する債権放棄は、事業撤退によるものであります。
（注7）パンパシフィック・カッパー㈱の行った株主割当増資を１株につき87百万円で引き受けたものであります。
（注8）SCM Minera Lumina Copper Chileは当社の関連会社パンパシフィック・カッパー㈱の75％子会社であります。
（注9）Caserones Finance Netherlands B.V.は当社の関連会社パンパシフィック・カッパー㈱の75％子会社であります。

　
　Ⅸ．1株当たり情報に関する注記

１．1株当たり純資産額　　　　　 141円42銭
２．1株当たり当期純利益　　　　　12円43銭

　
　Ⅹ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
　
　Ⅺ．その他の注記

追加情報
　会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用
　当期の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基
準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。　




